
 

 

 
 

市教委 教職員の賃金改善へ 「人事委員会に働きかけを強化」 
市高教組は１月19日(木)、京都市教育委員会（吉武総務課担当課長）と冬の単組交渉を持ちました。 以下、交渉概要の報告

賃金 市教委は冒頭、本市の財政が厳しく、賃金カットを行ってい

ることについては「心苦しい思い」と述べ、その後の組合とのやりと

りにおいて、「教育活動に影響があるところについては死守してい

きたい」と表明しました。 

 賃金改善について市教委は、「近年、確実に人事委員会に対する

働きかけを強めている。府市の格差について、人事委員会も今は

教育委員会と協力して何とかしたいとの姿勢を見せている」と述

べました。組合も２０１７年以来人事委員会に対するとりくみを強め

てきており、成果につなげたいものです。 

査定評価 冒頭の回答は「見直しは考えていない。書面で開示し、

必要ならば口頭で丁寧な説明をしていく」というものでした。さら

に市教委は、「評価者による評価が偏っているとの認識は持ってい

ない」とも述べました。 

 組合から、「４年間続けて高評価(優秀)なし」「申し立てをしても

納得できる回答は返ってこない」「口頭で丁寧な説明というが、今

の忙しい学校現場においてそんな時間が取れる状況ではない」な

ど、納得性に欠け、モチベーションが上がるどころではない実態が

あることを指摘しました。また、政府が国家公務員について、「職員

の納得感が得られやすいというメリットがあり、人材育成に効果

があるとされておるので、国としては絶対評価を採用している」と

答弁していることも紹介しました。 

 市教委は見直し協議を渋っていましたが、「課題・問題について

組合と十分協議する」として導入した制度だ、との追及に対し、「協

議するのが嫌だというのではない、市教協マターとして対処する」

と答えました。 

働き方 「各種の通知や調査については精選し、各校の好事例を

発信して環境整備していく。合同説明会は府市校長会の要望。施

錠業務や奨学金申請業務については校内で議論を」との冒頭回答

でした。 

 「各校の好事例とはどんなものか」の問いには回答はありません

でした。秋の合同説明会について、「府高や中学の校長会は望ん

でいるかもしれないが、市高としては効果を疑問視する校長は複

数いるはず。実際こういう具体的な疑問がある」と指摘すると市教

委は「そういう意見をあげてほしい。校長会では聞いていない。議

論してほしい」と述べました。また、今の働き方が残業手当にした

らどれくらいの額になるのかとの試算も、働き方見直しを推進す

るきっかけになるのではないかとの指摘には、市教委は「数字が

独り歩きする」と拒みました。定年延長に伴い、部分休業制度の改

善要求について、「現時点ではこれ以上の回答は困難だが検討は

する」というものでした。 

各分会から 塔南から、「定員はこのまま」との話も聞いているが、

それでは講座展開ができない危険性を具体的に説明しました。ま

た、移転が学期途中という特殊事情、開建高校生はもちろん塔南

高校生にも十分な教育の保障をと訴えました。市教委は「塔南高

校の生徒会はがんばっている。校長から人事課へ状況は伝わって

いるが、今聞いたこともお伝えして共有していきたい」「状況はよく

よくわかっている。英知を絞っている」との答えがありました。 

 堀川からは、外向きのとりくみを常勤講師が支えている実態を

示し、採用試験の実施について求めました。市教委は堀川の実態

については指摘の通り認識しており、採用試験についてもとりくむ

姿勢を見せました。紫野からは多数の病休者が出ていることを指

摘、市教委はしっかり内容を聞いて対処したいと述べました。美工

の移転について、西定の教職員の異動について、奏和のビジテッ

クを担う教員についてもやりとりしました。 

 月単位の勤務時間の割り振り変更において、スクールカウンセラ

ー・コーディネーターの業務が対象になっていない問題について

市教委は、「〈その他〉として対象業務となる」と回答し、各校にはこ

れから通知すると述べました。 

カズレーザーの回答がニュースに 2022年12月27日(火)配信 

昨年 12月24日に更新されたカズレーザーの「コメント返し」がニュースとして配信さ

れました。相談された悩みは、「現役で教員をしています。正直、毎日 12 時間以上労働

をしており、かなりしんどい思いをしています。カズレーザーさんはあと何年くらいで、

教員の働き方の現状が改善されると思いますか？」というもの。 

「改善はむずかしいんじゃないですかね」と切り出したカズレーザーは、「生徒の親御

さんたちが教師に求めているものがそれぞれ違うのでどんどん雪だるま式に仕事は増

えちゃいますよね」「それを文部科学省が(教員がどこまで対応すべきなのか)決めてく

れない限りは、仕事はまだまだ無限に増えていくんじゃないかな」。どこまでを教員の業

務とするかを文部科学省が決めない限り改善はされないのではと回答を締めくくった。 

京都市立高校各校の教職員をつなぐ情報紙 

市高ニュース 

2023年1月21日 2022年度 第10号 

京都市立高等学校教職員組合 

℡075-771-1328 fax075-752-2148 

E-mail：kyotoshiko@sky.plala.or.jp 

市高教組 旗びらきを開催 

市高教組は１月７日、２０２３年の旗びら

きを開催しました。 

それぞれが職場の様子や今年の抱負

などを出し合う中で、共通の趣味が判明

して盛り上がったケースもありました。ひ

とりで悩まずに、他の学校や他の教職員

の様子を参考に、自分の今後を考えてい

く、いい触れ合いができたのではないか

と思います。 

ささやかな抽選会も楽しみました。 



シリーズ・組合学校 第５弾 「何が『常識』なのだろうか」の報告   2023年1月7日(土)に実施 

自己責任が当然で福祉は後回し、が「常識」か？ 

菅義偉前総理は、自助・共助・公助の順番を強調しました。岸田内閣が閣議決定した来年度予算においても、出産育

児金8万円引き上げのための財源確保として後期高齢者の保険料値上げをセットにしています。石原慎太郎氏は東京都

知事に当選した直後、雑誌に「なにが贅沢かと言えば、まず福祉」と書いて、老人医療費への都独自補助金の廃止、シ

ルバーパスの全面有料化などを進めて歳出総額に占める老人福祉費の割合を全国最下位にまで後退させたほか、都立病

院の廃止・民営化を進めました。国でも京都市でも、財政難だからといってまずカットされるのは公務員人件費と福祉

事業です。福祉政策は後回しというのがはたして「常識」なのでしょうか。 

ヨーロッパや国連の「常識」はそうではない 

アメリカでは貧富の差が受けられる医療に大きく反映されます。アメリカに比べれば日本の福祉制度は「贅沢」なの

かもしれませんが、ヨーロッパは違います。医療費の窓口負担は無料か少額で、ロンドンの病院に「会計」の窓口はあ

っても、患者が支払う窓口ではなく、病院に来るまでにかかった交通費を患者が受け取る窓口です。日本の厚生労働白

書(2017年)でも、OECD諸国の中で「我が国の社会保障給付の水準は相対的に低いことが見て取れる」と記載し、不十

分なことを認めています。大学学費や奨学金についてＯＥＣＤは加盟国を４つに分類していますが、日本と韓国は一番

下の「高授業料・低補助」に分類されています。日本では 1971 年の中教審答申で「受益者負担主義」が打ち出されて

から現在に至っているのですが、国連は日本の福祉や教育の実情に対して、幾度も是正の勧告をしています。 

デンマークやフィンランドの「常識」は驚き 

世界銀行が発表する「民主主義が進んでいる国」でいつも上位にランクされるデンマークとフィンランドの実態を見

てみました。医療は無料で国が責任を持ち、教育についても、個人の才能は国家の財産だから無料、授業料はもちろん、

いわゆる「教育諸費」も無料。大学入試はなく高校の成績で大学入学が決まる。少人数学級に複数担任、試験や採点に

は他の学校の教師も加わる。子どもの権利を教え、自分の権利を知ることによって権利侵害に気づき、他の子どもも同

じ権利を持つことを知り、尊重するようになる。いつも同じ教え方をするのではなく、学びの環境や子どもの反応など

を見ながら先生が効果的な学びの運営を行っていく。教員がスキルや知識をアップデートするために学びたい場合は、

成人教育手当がある。こうした制度で教員が学び続けることを支援している。子どもたちは学校生活の中でも社会に目

を向け、国家運営に参加する国民が育っていきます。政府が国民の声や疑問に応えるのは当然となっていきます。これ

らの国では、政府の政策ももちろんですが、国民も主体的にかかわって食料自給率やエネルギー自給率を高めてきまし

た。選挙での投票率は常に8割を超えています。 

日本の「民主主義」のレベルは？ 

世界銀行が評価する民主主義の指標は、「国家の運営に関する信頼に足る質の高い統計データが公表されていること」

「国家の運営に国民が直接参加する仕組みができていること」というものです。データの廃棄や改ざんは問題外です。

森友学園に対する8億円の値引きが妥当だったのかを会計検査院が検証しようにも、記録は廃棄されています。桜を見

る会の参加者名簿もシュレッダー。記録を「一年未満」の保存期間に分類して、終了後すぐに廃棄してしまって、「ルー

ルにのっとって処理した」とすましてしまうようでは、「民主主義」のレベルが問われます。 

国の防衛に関する「常識」は？ 

軍事力で国を防衛するとの「常識」について、コスタリカが「積極的永世非武装中立宣言」を発表して、それを盾に

外交努力で他国からの武力侵入を回避してきたことを紹介しましたが、ちょっと時間が足りなくて、別の機会にできれ

ばと思います。                                   （文責：書記局 久保） 

組合加入届 
私は、    年  月より京都市立高等学校教職員組合に加入します。 

     年  月  日 

      高校   氏名            


